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① 装置に可動部分が無いものがほとんどで、機械的にメンテナンスフリーである。  
② 分散型電源のため、災害などの有事における影響範囲を小さく抑えられ、非常用の
電源となる。  
③ 輸出産業として経済・産業面での利益が見込める。  
太陽電池 石炭 原子力 ガス 風力 石油 






⑥ 需要地に近接して設置できるため、送電のコストや損失を低減できる。  
⑦ 原子力・火力等の発電と比較して、冷却水・廃棄物・排気などの発生がない。  
⑧ 建築物の屋根・壁面にも設置できるため、土地を占有せずに設置することも可能。
水力・原子力・火力などの発電方式と比較して設置要件が少ない。  
⑨ 太陽光を利用する再生可能エネルギーであり、化石燃料に依存しない。  
⑩ 発電量あたりの温室効果ガスの排出量が比較的少ない。  
⑪ 出力ピークが昼間電力需要ピークと重なり、需要ピーク電力の削減に効果がある。  
⑫ 設置国のエネルギー自給率を向上させる。  
短所・課題 
① 電気的・機械的部品の寿命と総発電量を用いて計算した場合、発電電力量当たりの
コストが他の発電方法に比べて 2～3倍と割高。  
② 発電電力が天候に左右される。（曇天・雨天時、パネルに積雪した場合、発電量の低
下）  


















度（たとえば 15 度以上）の傾斜をつけて設置している。 







表 1 道府県別の年間発生電力量の例（KWh/年/設備用量１KWｐ当たり） 
集計期間 北海道 秋田 茨城 東京 大阪 高知 沖縄 全国平均 
95/4~96/3   749 990 859 960 1274   965 
96/4~97/3 943 757 1016 886 962 1163 892 983 
97/4~98/3 978 737 971 853 940 1118 933 948 
98/4~99/3 945 715 865 786 886 1041 933 892 
99/4~00/3 955 773 1034 954 950 1045 964 956 
00/4~01/3 941 779 1011 981 1012 1076 968 999 
01/4~02/3 895 833 997 916 964 1036 892 976 
02/4~03/3 970 942 1079 1034 1072 1129 1135 1061 
03/4~04/3 988 868 1087 994 1016 1161 1164 1037 
平均 952  795  1006 918 974 1116 985  980  
出典：都道府県別 KW 当たりの年間発生電力量（9年間）新エネルギー財団（1995 年 4 月～2004
年 3 月の 9年間データ)より 



















































算で年間約 7600 万バレル、日本の原油輸入量の約 5%と見積もられる。 























表 2 日本で導入可能な設備量 (100GWpが日本の年間電力需要量の１割分に相当） 
想定ケース 標準 技術開発前倒し 潜在量 
戸建・集合住宅 62(GWp) 75 207 
公共施設 10 14 14 
産業施設 10 53 291 
未利用地など 19 60 7473 






出典：NEDO 新エネルギー関連データ集（平成 17 年度版） 
































Japan solar module price (￥) Crude oil price ($/B)
 
出典： Indicative module prices in national currencies per watt in reporting countries、 IEA-PVPS 
Average crude Oil import costs、IEA 
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火力発電：１KWh当たり 519~975gの CO2 を排出 
（平均約 690g‐CO2/KWh） 
太陽光発電：１KWh当たり 17~48 gの CO2 を排出
24 
差引き：１KWh当たり 471~958 gの CO2 を削減 











図 6 住宅用太陽光発電システムの構成  











































ベル研究所が開発した単結晶シリコン型太陽電池である。当時は Bell Solar Battery と呼ば
れ、太陽光のエネルギーを電力に変換する効率は 6%であった。当初は宇宙用が主な用途で、
一次電池を用いた世界最初の人工衛星スプートニク 1号が 21 日の寿命しかなかったのに対
し、太陽電池を用いた最初の人工衛星ヴァンガード 1 号は 6 年以上動作し、その有用性を
示している。その後、無人灯台など徐々に用途を拡大した。そして、日本では、1960 年代
に量産がスタートされたが、電源としての本格的な開発が始まったのは 1974 年の石油ショ








の n型と p型の半導体を積み重ねた構造をしている(図 7)。  
 
 14 











































表 3 太陽電池の種類と変換効率 















































































































































































シャープ ▪ 城工場でのタンデムに続き、2010 年 3 月から堺工場でトリプ
ルを量産化計画 






カネカ ▪ a-Si薄膜の専業メーカーとして堅実な事業戦略を展開 





三菱重工 ▪ 社開発の高速・大面積製膜プラズマ CVD技術を核として、微
結晶タンデムを開発・量産化 
▪ 光吸収の製膜速度：2~3m/s で微結晶シリコンセル変換効率 9%
実現 




三洋電機 ▪ 日石と JV「三洋 ENEOSソーラー」を設立し、メガソーラーを
中心に事業展開を検討 



































業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法」がある。また、国が 4 年ごとに 8
年間の「利用目標量」を定め、各電気事業者の電気の供給量に応じて、義務量として割り







また、日本におけるフィードインタリフ制度においては、2009 年 11 月 1 日より開始され、
売電価格は設置時点から 10 年間保証されることになっており、2009 年に太陽光発電を導入






































化ガス排出量を 2020 年までに 1990 年並みの水準まで削減するとしており、キャップ＆ト
レーディング（C&T）に前向きである。そして、2009 年度に入って、様々な補助制度が各
州に導入されていて、今後の成長が期待される。 






















FIT 補助金 足下の動き 
日本 ‐ △ ○ 
09 年より補助金制度が復活したほか、余剰電力に
ついて固定価格買収制度を導入 
韓国 5%（~2012 年） ○ ○ 
世界 3位の太陽光発電導入国になる目標を設定 
（~12 年） 
中国 15%（~2020 年） ✕ ✕ 
07 年にロードマップを策定。20 年に向けた累計導
入量目標を設定（1.8GW~10GW) 


















○ △ 積極的なタリフを導入（約 460€/MWｈ） 
アメリ
カ 
‐ △ △ 
カリフォルニア州等を中心に 10 州において FIT、












込んでいた。しかし、2008 年の市場は前半の好況により、前年比 143%増の 5.6GW となっ
た。2009 年は、世界的な景気後退やスペインでの需要急減といった 2008 年後半からのマイ
ナス影響が尾を引いており、14%が減少し、4.8GWに下がった。(図 9) 
表 6 は、2010 年度初に発表された太陽光発電需要の見通しである。アメリカの調査機関
である Displaybank、iSupply、ドイツの Baclays capital、 Photon consulting の予想値と平均
値を配置している。この表から分かるように、2010 年以降は成長率が 40％超に拡大し、2012
年には 2009 年度の 5倍の市場になると予想された。これは、日本を含めた各国の政策的イ
ンセンティブの導入や、変換効率の改善といった太陽電池品質の向上、太陽電池の低価格
化が需要を刺激していくと見られている。 















表 6 各機関による太陽光発電需要見通し資料 
単位：GW 2009(E) 2010(E) 2011(E) 2012(E) 
Displaybank 4.8  7.0  10.0  14.0  
Barclays capital 7.2  11.0      
Photon consultings 8.6  24.4  44.9  63.5  
isupply 7.1  13.6  20.3   
平均値 6.9  14.0  25.1  38.8  
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2008 年度の日本の太陽光発電システム市場は 1643 億円（前年度比 109％、エンドユ
ーザ販売金額ベース）と、2006 年度以降の 2年連続の縮小から一転、再び拡大に転じ
た。同年度の内訳は、「住宅用太陽光発電システム市場」が 1317 億円（構成比 80.2％、
前年度比 107％）、「公共･産業用太陽光発電システム市場」が 326 億円（構成比 19.8％、
前年度比 119％）であった。国内太陽光発電システム市場の拡大を牽引してきた住宅用
太陽光発電システム市場は 2005 年度の 1784 億円をピークに 2006、07 年度は縮小傾向
で推移したが、2008 年度は政府導入助成制度の再開などを背景に、3年ぶりに拡大に転
じた。 
2009 年度以降の国内太陽光発電システム市場は、2009 年 1 月に再開された政府によ
る導入補助金支給制度と同年 11 月にスタートした余剰電力買取制度により住宅用太陽
光発電システム市場を中心に急拡大すると見込まれる。多くの機関が、2009 年度の 2829















2004 年以降の需要爆発を背景に、 世界の太陽電池生産量（図 10）は右肩上がりで増え
てきており、2004 年からメガワットからギガワットの世界へ入った。2008 年の世界の太陽
電池生産量は 7.9GWと前年度の 3.7GWから大きく成長したが、ドイツの Photonの調査結
果によると、2009 年世界の太陽電池生産量は 12.3GWの見込みである。 

















出典： PV News2009の数字に基づき作成 
 
さらに、太陽光発電関連の設備投資も高水準で推移してきており、今まで発表された設
備投資計画を積み上げると、膨大な規模に達すると考えられる。2007 年から 2009 年にかけ
て大胆な投資計画が相次いで発表された結果、計画を含めた 2010 年前後の設備能力総量が
1GWを超える会社が多く出現することとなった。図 11 は、各機関により 2009 年からの太
陽電池生産量について予測したことであり、短期的な供給予測でも大きな開きが出ている
が、セル生産量は確実に増加し、2012 年にはミニマムで約 20GWに達すると考えられる。 
図 11 各機関による太陽電池生産量見込み 
 単位：GW 2009 2010 2011 2012 09 年対比 
 Photon 11.7 28.2 50.5 71.2 6.1 倍 
iSupply 10.8 14.6 17.2 19.4 1.8 倍 
























表 7 メーカー別のセル生産量 
メーカー 国 2008 年 2009 年 増加量 
Firstsolar アメリカ 504 1100 118% 
Suntech Power 中国 497.5 704 42% 
Sharp 日本 473 595 26% 
Q-Cell ドイツ 581.6 586 1% 
Yingli 中国 281.5 535.3 90% 
JASolar 中国 300 520 73% 
Kyocera 日本 290 400 38% 
Trina solar 中国 210 399 90% 
Sunpower アメリカ 237 397 68% 











産量が 2008 年とほぼ同じ水準である 586MWに留まった。 
2 位のサンテックパワー社は、前年比 42%増の 704MWを生産した。なお、シャープは前




2010 年 4 月の報道によれば、中国のサンテックパワー（Suntech Power）は国営の中国開
発銀行から 73 億ドル（約 7000 億円）の融資を受ける。また、ごく最近まで弱小メーカー



































2012 年以降は、好調な CdTe型をさらに上回るペースで拡大し、構成比で 2位になると期
待されているのがタンデム型である。2008 年 9 月の時点まで 3.5 米ドル/W前後のレンジに

























ると予想される。2008 年の需要は 5.6GWであるものの、生産量は 7.9GWとなり、供給が
需要を上回った。更に、2009 年は需要の約 7GW に対して、生産量は 12GWと見込まれる状











図 13 太陽光発電の供給と需要、iSuppli REPORT 2009 Novemberの数字に基づき作成 
 
Global PV Module supply and Demand for 2008-2013



















を遂げ、2015 年には住宅用市場を上回り、マーケットの先頭に立つと予想される。(図 14) 












タリオ州に 2500 メガワットの風力・太陽光発電団地建設のため 60 億ドル規模を投資して、












建設事業入札を 2010 年に実施する予定である。なお、エジプトは 2020 年に電力需要の 20％
を風力や太陽熱など再生可能エネルギーで賄う目標を示した。アルジェリアは 15 年までに
































































トリプル型の量産化に当たっては、2008 年 2 月に半導体・液晶製造装置メーカーである











 ① 海外生産拠点の整備：エネル社と共同で 09 年より南イタリアで発電プラント建設を






する協業について、シャープ、EGP社の両社で合弁会社 ES Solar Farm S.r.l.（以下、ESSF）





















































構想を有しており、将来的には「世界 6拠点、6GW/年」を目指す。（図 16） 
一方、Moduleの生産は葛城工場、八尾工場、矢坂工場と、米、英を合わせた計 5拠点が
担う。国内の 3拠点はグローバルな Supply chainの中で需要に弾力的に対応できる規模を整
えている。SMCAは米国での拡販を目的に 2003 年春に 200MW/年の能力で生産をスタート
させた。その後、段階的に増強を行い、2008 年 10 月には 100MW/年まで引き上げられてい
る。SUKMは、2004 年春に 20MW/年の設備が稼動を開始した。以降、2005 年 5 月に 50MW/















表 8 シャープの生産状況 










2010 年 3 月、年間生産能力 160MWで稼動
開始。しかし、生産能力を当初計画に引き
上げる方針。（第一次展開：480MW/年、投















2008 年 10 月に 160MW/年に増強。 
投資額は 220 億円。 





















2008 年 10 月に 40MW/年増強。 




















また、シャープは 2006 年 4 月に原料の安定確保を目的にソーラーシステム事業本部富山






































図 15 シャープの現地企業におけるアライアンス戦略 
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電池の世界市場規模が 15GW/年に達し、このうち 1/2 が薄膜系、1/2 が結晶系になるとみ
ている。薄膜系の需要増を見込み、将来は合計で薄膜太陽電池の生産能力を 6GW/年まで拡
大するとしている。6GW/年を達成する目標時期は明らかにしていない。第 1段階として堺
工場の稼働が始まった 2010 年 4 月時点で 1GW/年とする計画があったが、世界不況の影響
で堺工場が 160MWから稼動したため、2010 年 4 月時点で 870MWになった。しかし、堺工
場の生産能力を 480GWまで拡大し、イタリア工場が稼動をスタートして、160MWが加え
ると、2011 年度のシャープの生産能力は、約 1.3GWに達すると考えられる。また、堺工場
で 1GW、イタリアで 480MWまで拡大すると 2012 年度には、生産能力が約 2.3GWまで拡
大できると考えられる。将来の 6GW/年については、この欧州工場や国内工場を含め、全世


























2009 年から積極的な生産能力 Up. 
⇒ 攻めの投資計画 
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表 9 日本メーカーの太陽電池生産計画 
 生産能力 Nation 08 年 Plan 
SHARP Japan 855MW 10 年 1.3GW->14 年 6GW 
昭和 Shell solar Japan 20MW 11 年以降 1000MW 
三洋 ENEOS solar Japan - 15 年 1000MW(薄膜のみ) 






















表 10 シャープの事業部別の売上状況 
その他 単位：億円 
AV・通信機器 健康・環境機器 情報機器 太陽電池 液晶 
電子部品
2009 年 3月 13676 2253 3515 1571 5739 2173 
2010 年 3月 13321 2440 2669 2087 5086 1954 
売上構成比 48% 9% 10% 8% 18% 7% 























調査によると、薄膜系の投資金額は 1MW当たり 2億円であり、結晶系の投資金額は 1MW
当たり 5000 万円である。これから計算すると、2010 年から 2014 年までシャープは 6GWの
生産能力になるために、1兆円の投資資金が必要になる。シャープは本当に投資ができるか。 
まず、シャープの Cash flowや設備投資の状況を分析してみると、毎年シャープは 2500
億円程度の投資を行っている。その内、液晶の投資が相当な部分を占めると考えられる。
そして、シャープが使える Cashとして、CFは平均で約 2750 億円であり、財務活動による
CFは、2009 年以外に、1000 億円を超えない。すなわち、内部の資金で 4年の間に太陽電池
事業に 1兆円を投資することが無理であることが考えられる。シャープは資金調達をどの
ようにするか。また、独自で薄膜系太陽電池の生産能力を増強するか 
表 11 シャープのキャッシューフローと設備投資推移 
単位：億円 FY2004 FY2005 FY2006 FY2007 FY2008 平均 
設備投資 2131 2190 2842 3153 2603 2584 
CF 2528 2818 3194 3785 1458 2757 








































発をスタートした。1997 年には EFG(Edge Defined Film Growth)法を応用したシリコンリボ


































ている。2010 年 3 月には、2009 年に公表した生産計画について上方修正し、3年後の 2012 


























生産能力（セルベース）は 2008 年時点で約 290MW/年である。また、世界規模で拡大する
太陽電池の需要に対応するため、かねてより、太陽電池セル増産に向けた新生産拠点の建
設を進めている。京セラグループの国内工場棟で最大規模となる新工場（滋賀県野洲市）










限公司」は 2003 年 5 月の設立（出資比率京セラ 90%、天津市一軽集団 10%）。同年 11 月に
稼動を開始しており、既に 60MW/年までの増強が進んでいる。さらに、2009 年秋には新工
場の建設に着手し、2013 年ごろまでに 240MW/年の体制を整備する計画である。欧州では
2005 年 10 月に「KYOCERA Solar Europe S.R.O Czech Plant」が稼動を開始した。急激な需要
増にあわせて生産体制を増強し、現在の建屋で 200MW/年まで拡張予定である。北米向けは
「KYOCERA Solar、inc. Mexico Plant」が供給基地となる。2004 年 12 月に生産をスタートさ
せており、2008 年春より新工場も稼動している。将来的には 240MW/年まで生産能力を高
めていく。 
表 12 京セラの生産状況 
拠点 所有地 生産品目 生産能力 備考 
滋賀八日市工場 滋賀県東近江市 多結晶Siセル 360 MW/
年 




滋賀県野洲事業所 滋賀県野洲市 多結晶Siセル  2009 年 3 月に着工、2010 年 3 月竣
工、6月に稼動開始。 
三重伊勢工場 三重県伊勢市 モジュール 150 MW/
年 
2010 年 110 MW/年を計画。 
京セラ太陽エネル
ギー有限公司 
中国天津市 モジュール 60 MW/
年 
2003 年 11 月に稼動開始。2010 年
度に 90 MW/年を計画。 






2004 年 12 月稼動開始。 
Kyocera solar inc. 
























光発電事業はファインセラミック応用品事業部門に含まれている。2010 年 3 月期の経営実
績を見ると、売上高が約 1兆 738 億円、営業利益が約 639 億円である。事業部門別の売上
高比率を見ると、集中されている部門は無く、全般的に 20%以下でバランスよく構成されて
いる。 


























表 13 京セラの設備投資額推移と純利益推移 
単位：億円 2006 年 3 月 2007 年 3 月 2008 年 3 月 2009 年 3 月 2010 年 3 月
純利益 696 1065 1072 295 401 
設備投資   699 851 631 379 
 
2009 年度の設備投資額は約 379 億円であり、各事業部門別の設備投資比率を見ると、フ





































































調達に目処がついた 2008 年は大幅に生産量を増加させた。また、2009 年に補助金制度の復
活を受け、国内での需要が伸びると見込み、世界規模で拡大する太陽電池の需要に対応す
るため、太陽電池セルの増産を行った。また、2010 年 3 月には、2009 年に公表した生産計
画について、2010 年度 550MWを 600MWに、2011 年度 650MWを 800MWに上方修正し、




















表 14 京セラの生産能力推移と設備投資額 
  2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 
生産能力（MW) 207 290 400 600 800 1000 
投資額(億円） 107 144 148 200 160 120 
生産能力増加 27 83 110 200 200 200 
億円/MW   1.73  1.35  1 0.8 0.6 
 
2010 年から 2012 年まで太陽電池セル・モジュールの増産のために、設備投資に必要な資
金は表 14 に表示されている。一般的な結晶系の設備投資においては、工場建設と製造装置
の投資があり、製造装置がMW当たり 0.5 億円を必要とする。京セラの場合、バックコン
タクト結晶タイプであり、2008 年度に新工場も建設したため、2008 年、2009 年度のMW当
たり投資金額は 1.73 億円/MW、1.35 億円/MWであった。しかし、2010 年度からは製造装
置だけ購入し、新設できると考えられる。かつ、装置価格も下がっている状況であるため、
2010 年度から 2012 年度まで 1MW当たりの投資金額を徐々に減少することを予想し、生産
増強のために必要な資金を試算してみた。表 14 の通り、2010 年度に必要な資金は、約 200






表 15 京セラの設備投資額とキャッシュ・フロー推移 
単位：億円 2007 年 3 月 2008 年 3 月 2009 年 3 月 2010 年 3 月 
設備投資額 699 851 631 379 
CF 1886 1943 1271 1129 
財務活動 CF ▲206 ▲281 ▲624 ▲380 























サムスン電子は韓国を代表する企業であり、経営規模は 2009 年度に基づき、売上が約 139






李健熙（イ・ゴンヒ）会長が 2010 年 3 月末に経営復帰した後、「今後 10 年以内にサムスン
を代表する製品は大部分が無くなる」と警告しており、グループの将来について懸念した。 
従って、2010 年 5 月に新規事業で初めて新規授業における具体的な数値目標を決めた。
太陽電池などを中心とする成長 5分野の設備や研究開発で 2020 年までに 23 兆 3000 億ウォ













2009 年 9 月研究開発ラインを稼働させた。これまで研究を進めてきた太陽電池事業に本格












次に、 太陽光発電ビジネスの競争力を強化するため、サムスングループ内で Value chain
の川上から川下まで垂直統合しょうとしている。サムスングループ内の各カンパニーの役
割について調べて見た。 













LG電子は 2009 年度に基づき、売上が約 73 兆ウォン（約 6兆円）、営業利益が 11.5 兆ウ














に転換し、2010 年 1 月から工場の稼動を開始した。なお、結晶系シリコン太陽電池セルと
モジュールを生産している。さらに、生産能力を増強するために、2010 年までに 2200 億ウ
ォンの投資を行い、二つ目の太陽電池の製造ラインを新設する。そして、二つ目の製造ラ
インは 2011 年第 1四半期にフル生産を開始する予定であり、この製造ラインは 120 メガワ
ット分の太陽電池セルとモジュールを製造できる能力を持つ。そして、この 2つのライン
でシリコンウェハーを利用した結晶系の太陽電池セルとモジュールが生産され、トータル
生産能力は 240MWとなる。LG電子の経営陣は、結晶系の太陽電池は 2010 年までに世界の





2012 年まで変換効率を 14%まで引き上げ、本格的な量産を目指している。 
第三に、旧 LGマイクロン（2009 年 LGイノテックと合併）は化合物系 CIGS（Copper・
















億ウォンを投資して、14MWクラスの太陽光発電所を建設し、2009 年 6 月に稼動を開始し
た。ここで生産された電力は、韓国電力に 677 ウォン（約 51 円）/KWで販売され、年間
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